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「中道改革連合」始動

今こそ、生活者ファー
ストの政治へ　

日本の平和を守り抜く

近年、世界はイン
フレの進行と国

際秩序の動揺の
中で、

極端な思想や社
会の不安を利用

して、

分断を煽る政治
的手法が台頭し

、

社会の連帯が揺
らいでいる。

日本においても
、

右派・左派を問わ
ず急進的な言説

が目立ち始め、

多様性を尊重し
、共に生きる社会

を築こうとする努
力が、

いま脅かされてい
る。

この現実を前に
、政治が果たすべ

き責任は重い。

対立を煽り、分断
を深める政治で

はなく、

対立点を見極め
、合意形成を積み

重ね、

生活者ファースト
の政策を着実に

前へと進める

中道政治の力が
求められている。

それは困難な現
実に正面から向

き合い、

最適解を導き出
す、最も責任ある

政治の道である
。

私たちの掲げる
理念は、

「生命・生活・生
存を最大に尊重

する人間主義」で
ある。

国民一人ひとりが自分らしく生き、その活力が社会の発展を支える政治を目指す。国家やイデオロギーのために国民を従わせる政治ではなく、
人間の尊厳を守り抜く政治を、我が国の中心に据え直すという、揺るぎない決意である。「中道改革連合」は、多党化が進み、政治が揺れ動く時代にあって、極端主義に立ち向かい、不毛な対立によって社会が引き裂かれることを防ぐ責任ある中道改革勢力として立ち上がる。国民の利益と幸福に奉仕する国民政党として、国民が求める改革を主導する基軸となることを目指す。

　　　　　　　　　　　　　　中道改革連合綱領より
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〈家計の安心へ〉
〇社会保険料負担で手取りが減る
「130万円のガケ」を解消します。
〇「奨学金返済減税」や、投資額
の一部を税額控除する「NISA
減税」を創設し、ライフプランを応
援します。

〇自動車の取得・保有・走行の税
制を抜本的に見直し、ユーザー
の税負担を引き下げます。
〇食事手当の非課税枠拡大や退
職金増税阻止などの「サラリーマ

ン減税」を実施することで手取り
を増やし、消費と投資の好循環を
創出します。

〇物価上昇により名目賃金や年金
受給額が増加することで、低所得
者が減免措置などを受けられなく
なり、手取りが減少してしまう問題
に対応するため、住民税の非課税
限度額の引き上げを目指します。

〇物価高の原因である円安を是正
するため、政府と日本銀行の共
同声明（アコード）を見直します。

〈賃上げと中小企業・
産業の活性化〉
〇中小企業支援を前提に、最低賃
金を全国で早期に1,500円以上
にすることを目指します。
〇取引適正化によりサプライチェー
ン全体で価格転嫁を進め、賃上
げの原資となる収益を確実に確
保します。

〇社会保険料の事業主負担軽減
や奨学金代理返還の支援で、中
小企業に若者が集まり、長く働け

る職場づくりを後押しします。
〇株主偏重のガバナンスを改め、
働く人を第一に尊重する分配
ルールへ再設計します。企業利
益の労働分配を増やし、従業員
の手取りを確実に引き上げる持
続的な賃上げを実現します。

〇医療・介護・保育・物流・建設・交
通等の処遇改善に向け、公定価
格と労務費の適正化を推進し、
社会基盤を支えるエッセンシャル
ワーカーの所得の抜本的引き上
げを実現します。
〇円滑な事業承継の促進や、日本
のものづくりを支える高度な人材
育成で、次世代に確かな技術を
継承します。

〇中小企業の資金繰り支援や政
府保証投資を拡充し、日本ブラン
ドの海外展開を強力に後押しし
ます。ASEANやグローバルサウ
ス等への販路拡大と多角化を支
援し、外需を取り込みます。

〈未来を創る投資と
イノベーション〉
〇成長の柱となるグリーン・ローカル・
ライフ・デジタルの4分野に重点投
資します。クラウドやAIの国産化を
強力に支援します。地域資源を活
かした新事業創出や社会課題解
決を図る「インパクト投資」を促進
し、持続可能な成長を実現します。
〇アニメ・ゲーム等の海外展開を加
速させるとともに、クリエイターへ
の投資を強化し、日本のコンテン
ツ力を世界一の稼ぐ力へと育て、

貿易・サービス収支改善にもつな
げます。
〇科研費や大学運営費交付金を
拡充し、科学技術予算を倍増さ
せ、研究者が安心して挑戦できる
環境を整備します。

〇最先端技術（光電融合、量子コ
ンピューター、先進AI、核融合な
ど）の研究開発や社会実装を国
家プロジェクトで推進します。 

〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指し、再
生可能エネルギーの導入を最大
限加速させ、持続可能な社会を
次世代へ引き継ぎます。

〇建物の断熱・ゼロエミッション化
や長寿命化を一層推進します。

〈働く人を守り、輝かせる
「人間中心」の労働改革〉
〇男女ともに育休促進するため、
周囲への応援手当等で、体制整
備する中小企業への助成制度
利用を促進します。

〇週休３日制や時間単位有休、テレ
ワークなど働き方の選択肢を増や
し、じぶん時間づくりを支援します。
〇希望すれば、みんな正社員にな
れるようにするため、労働法制を
見直して正規雇用を原則としま
す。また、自分の希望に応じて
「短時間正社員」を選べる環境を
整備します。

〇残業代割増率を引き上げます。
勤務間インターバル１１時間以上
の義務化を目指して、人手不足

の中小企業等や様々な業種へ
の配慮・支援と併せて、普及・促
進に取り組みます。

〇「同一“価値”労働同一賃金」の
実現で男女間や正規・非正規間
の処遇格差を解消するとともに、
学びなおし支援を強化し、正規・
非正規の概念を超えた「正社員
待遇」が当たり前の社会と、誰も
が所得向上を目指せる社会の実
現を推進します。

〇リスキリング（学びなおし）やスキ
ルアップなどに取り組む労働者
への支援を充実し、所得の向上
につなげます。
〇フリーランスを働き方の実態に応じ
て労働者として適切に保護します。
〇勤務時間外の「つながらない権
利」の保障に向けた取り組みを
行います。

〇スポットワーク・スキマバイトの賃
金未払い問題を抱える労働者の
救済を図るための臨時措置を講
じます。
〇DXや省力化への集中投資で生
産性を向上します。企業の稼ぐ力
を働く人の給与へ還元します。安
全確保や寒さ・熱中症対策など職
場の労働環境改善を支援します。

〇就職氷河期・シングル世帯の
方々などが不安や悩みをSNSや
チャットなどオンラインで気軽に相
談できる体制を整備します。

〈防災・減災対策と
被災地の復興支援〉
〇東日本大震災の復興と生活再

建支援を継続し、廃炉の完遂や
除去土壌の県外最終処分、来
年度から始まる第3期復興・創生
期間において十分な予算を確保
し、復興の課題解決に向けて総
力を結集します。
〇能登半島地震からの長期避難
世帯への住宅供給やなりわい支
援を行い、能登の自然・文化・産
業の魅力を活かした被災者本位
の創造的復興を推進することで、
被災された方々の生活再建と地
域再生を全力で支援します。

〇自治体を支援し、技術職員の育
成・確保を急ぐとともに、上下水
道等の老朽化対策や防災道の
駅の整備など、国土強靱化計画
に基づき命を守る防災・減災対
策を強力に推進します。

〇被災者生活再建支援金につい
て、支給額の大幅引き上げや対
象の拡大など、実効性ある拡充
へ法改正を行います。

〇在宅や車中避難を余儀なくされ
る方への訪問や福祉提供を制
度として標準化します。インク
ルーシブ防災を推進し、誰一人
取り残さない再建を実現します。

〇スフィア基準を踏まえ、避難所の
トイレ・キッチン・ベッドなどの環境
を抜本的に改善します。また、学
校体育館の空調設置やトイレ洋
式化を加速し、避難環境を改善
します。
〇災害時の電源確保に向け、避難
所や防災拠点への再生可能エネ
ルギーと蓄電池の導入率100％
を推進し、地域の防災力を抜本的
に高めます。
〇首都直下、南海トラフ地震を見
据え、住宅の耐震化支援、ライフ
ラインや公共インフラの耐震補
強、帰宅困難者対策などの備え
を強化します。
〇災害復興や除雪などに必要な地
域の建設業を守ります。

〈地域活性化〉
〇訪日客6千万人を見据え、観光資
源の磨き上げと宿泊業の省力化
を支援し、地方誘客とオーバーツー
リズム対策を強力に推進します。
〇離島住民の生活やなりわい支援
のため、島内外交流を促進し、有
人国境離島の活性化を図ります。
〇地域と共生した再生可能エネル
ギーの拡大を推進し、立地規制
の強化等で環境破壊等を未然
に防止します。
〇良質な公務・公共サービスを実現
し、国民の命と暮らしを守るため、
公務員の労働基本権を回復し、自
律的労使関係制度を導入します。
〇警察、消防、自衛隊や海上保安
官など国・社会の安全を守る人た
ちの処遇を改善します。 
〇行政が支払う委託費や報酬を適
正化します。               

恒久的な食料品消
費税ゼロ

日本を成長軌道へ！

「未来投資」で
供給力向上、

賃上げ加速

テクノロジ
ー投資

人への
投資

◎「ベーシック・
サービス」の質と量を拡充

医療・介護・保育・
障がい福祉など

エッセンシャルワ
ーカーの給料を引き上げ、

経営難の病
院・診療所なども支援

〇「解散権」の明確化、国民置き去りの衆議院解散に歯止め

〇インターネット投票の導入、18歳で
立候補できる選挙に

〇国民本位の選挙制度改革とセットで国会議員の定数削減を実現

◆誰でも政治参加、国民が主役の政治に

まだまだあります

「ジャパン・ファンド
※」の創設や

ムダの多い政府基
金・剰余金の活用

など

※国の資産を一体
的に運用することで

、

　   新たな財源を
つくり出す政府系

ファンド

「生活者ファースト
」政策

「円安インフレ
」を招かないように、

新しい財源を
つくり、今年の秋からスタート ◎「賢い財政」で

　「円安インフレ」
　から家計と中小
　企業を守る　

◎女性の賃金
　アップへ　
　女性の正社員比率の
　公表義務付けを。
　「共家事・共育て」
　 推進

◎「高額療養費」
　負担上限額の
　引き上げの抑制、
　障がい児福祉の
　所得制限撤廃

◎希望する方が
　婚姻前の「氏」を
　継続できる
　「選択的夫婦別
　姓制度」の導入

◎防災・減災・
　国土強靭化の
　推進（東日本
　大震災、能登
　半島地震など
　への復興支援）

◎農林水産業、
　地域資源、
　地域医療への
　支援、郵便局の
　利活用など地域の
　活力と魅力の向上

◎現役世代の
「社会保険料引き下げ」を

医療や介護など
サービスは維持

◎いつまで働くかは
　自分で決める
　社会へ
　「定年廃止」を

◎ライフプランを
　応援「奨学金
　返済減税」
　「NISA減税」 

◎「週休3日制」
　など働き方の
　選択肢を増やし、
　「じぶん時間」
　創出

◎「インボイス
　廃止」で
　中小企業や
　フリーランス
　の方を応援
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〈家計の安心へ〉
〇社会保険料負担で手取りが減る
「130万円のガケ」を解消します。
〇「奨学金返済減税」や、投資額
の一部を税額控除する「NISA
減税」を創設し、ライフプランを応
援します。

〇自動車の取得・保有・走行の税
制を抜本的に見直し、ユーザー
の税負担を引き下げます。
〇食事手当の非課税枠拡大や退
職金増税阻止などの「サラリーマ

ン減税」を実施することで手取り
を増やし、消費と投資の好循環を
創出します。

〇物価上昇により名目賃金や年金
受給額が増加することで、低所得
者が減免措置などを受けられなく
なり、手取りが減少してしまう問題
に対応するため、住民税の非課税
限度額の引き上げを目指します。

〇物価高の原因である円安を是正
するため、政府と日本銀行の共
同声明（アコード）を見直します。

〈賃上げと中小企業・
産業の活性化〉
〇中小企業支援を前提に、最低賃
金を全国で早期に1,500円以上
にすることを目指します。
〇取引適正化によりサプライチェー
ン全体で価格転嫁を進め、賃上
げの原資となる収益を確実に確
保します。
〇社会保険料の事業主負担軽減
や奨学金代理返還の支援で、中
小企業に若者が集まり、長く働け

る職場づくりを後押しします。
〇株主偏重のガバナンスを改め、
働く人を第一に尊重する分配
ルールへ再設計します。企業利
益の労働分配を増やし、従業員
の手取りを確実に引き上げる持
続的な賃上げを実現します。
〇医療・介護・保育・物流・建設・交
通等の処遇改善に向け、公定価
格と労務費の適正化を推進し、
社会基盤を支えるエッセンシャル
ワーカーの所得の抜本的引き上
げを実現します。
〇円滑な事業承継の促進や、日本
のものづくりを支える高度な人材
育成で、次世代に確かな技術を
継承します。
〇中小企業の資金繰り支援や政
府保証投資を拡充し、日本ブラン
ドの海外展開を強力に後押しし
ます。ASEANやグローバルサウ
ス等への販路拡大と多角化を支
援し、外需を取り込みます。

〈未来を創る投資と
イノベーション〉
〇成長の柱となるグリーン・ローカル・
ライフ・デジタルの4分野に重点投
資します。クラウドやAIの国産化を
強力に支援します。地域資源を活
かした新事業創出や社会課題解
決を図る「インパクト投資」を促進
し、持続可能な成長を実現します。
〇アニメ・ゲーム等の海外展開を加
速させるとともに、クリエイターへ
の投資を強化し、日本のコンテン
ツ力を世界一の稼ぐ力へと育て、

貿易・サービス収支改善にもつな
げます。
〇科研費や大学運営費交付金を
拡充し、科学技術予算を倍増さ
せ、研究者が安心して挑戦できる
環境を整備します。
〇最先端技術（光電融合、量子コ
ンピューター、先進AI、核融合な
ど）の研究開発や社会実装を国
家プロジェクトで推進します。 
〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指し、再
生可能エネルギーの導入を最大
限加速させ、持続可能な社会を
次世代へ引き継ぎます。
〇建物の断熱・ゼロエミッション化
や長寿命化を一層推進します。

〈働く人を守り、輝かせる
「人間中心」の労働改革〉
〇男女ともに育休促進するため、
周囲への応援手当等で、体制整
備する中小企業への助成制度
利用を促進します。
〇週休３日制や時間単位有休、テレ
ワークなど働き方の選択肢を増や
し、じぶん時間づくりを支援します。
〇希望すれば、みんな正社員にな
れるようにするため、労働法制を
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進に取り組みます。
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実現で男女間や正規・非正規間
の処遇格差を解消するとともに、
学びなおし支援を強化し、正規・
非正規の概念を超えた「正社員
待遇」が当たり前の社会と、誰も
が所得向上を目指せる社会の実
現を推進します。
〇リスキリング（学びなおし）やスキ
ルアップなどに取り組む労働者
への支援を充実し、所得の向上
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て労働者として適切に保護します。
〇勤務時間外の「つながらない権
利」の保障に向けた取り組みを
行います。
〇スポットワーク・スキマバイトの賃
金未払い問題を抱える労働者の
救済を図るための臨時措置を講
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〇DXや省力化への集中投資で生
産性を向上します。企業の稼ぐ力
を働く人の給与へ還元します。安
全確保や寒さ・熱中症対策など職
場の労働環境改善を支援します。
〇就職氷河期・シングル世帯の
方々などが不安や悩みをSNSや
チャットなどオンラインで気軽に相
談できる体制を整備します。

〈防災・減災対策と
被災地の復興支援〉
〇東日本大震災の復興と生活再

建支援を継続し、廃炉の完遂や
除去土壌の県外最終処分、来
年度から始まる第3期復興・創生
期間において十分な予算を確保
し、復興の課題解決に向けて総
力を結集します。
〇能登半島地震からの長期避難
世帯への住宅供給やなりわい支
援を行い、能登の自然・文化・産
業の魅力を活かした被災者本位
の創造的復興を推進することで、
被災された方々の生活再建と地
域再生を全力で支援します。

〇自治体を支援し、技術職員の育
成・確保を急ぐとともに、上下水
道等の老朽化対策や防災道の
駅の整備など、国土強靱化計画
に基づき命を守る防災・減災対
策を強力に推進します。

〇被災者生活再建支援金につい
て、支給額の大幅引き上げや対
象の拡大など、実効性ある拡充
へ法改正を行います。

〇在宅や車中避難を余儀なくされ
る方への訪問や福祉提供を制
度として標準化します。インク
ルーシブ防災を推進し、誰一人
取り残さない再建を実現します。

〇スフィア基準を踏まえ、避難所の
トイレ・キッチン・ベッドなどの環境
を抜本的に改善します。また、学
校体育館の空調設置やトイレ洋
式化を加速し、避難環境を改善
します。
〇災害時の電源確保に向け、避難
所や防災拠点への再生可能エネ
ルギーと蓄電池の導入率100％
を推進し、地域の防災力を抜本的
に高めます。
〇首都直下、南海トラフ地震を見
据え、住宅の耐震化支援、ライフ
ラインや公共インフラの耐震補
強、帰宅困難者対策などの備え
を強化します。
〇災害復興や除雪などに必要な地
域の建設業を守ります。

〈地域活性化〉
〇訪日客6千万人を見据え、観光資
源の磨き上げと宿泊業の省力化
を支援し、地方誘客とオーバーツー
リズム対策を強力に推進します。
〇離島住民の生活やなりわい支援
のため、島内外交流を促進し、有
人国境離島の活性化を図ります。
〇地域と共生した再生可能エネル
ギーの拡大を推進し、立地規制
の強化等で環境破壊等を未然
に防止します。
〇良質な公務・公共サービスを実現
し、国民の命と暮らしを守るため、
公務員の労働基本権を回復し、自
律的労使関係制度を導入します。
〇警察、消防、自衛隊や海上保安
官など国・社会の安全を守る人た
ちの処遇を改善します。 
〇行政が支払う委託費や報酬を適
正化します。               

1

一人ひとりの幸福を実現する、
持続的な
経済成長への政策転換

第　     の柱

生活者ファーストへの政策転換と、手取り対策にとどまらない額面が増える経
済構造の構築

行き過ぎた円安の是正と、食料品・エネルギーなど生活必需品の物価引き下げ

防災・減災および国土強靭化の強化に向けた、インフラ更新・流域治水・耐震
化等への重点投資の推進

再生可能エネルギーの最大限活用／将来的に原発に依存しない社会を目指し
つつ、安全性が確実に確認され、実効性のある避難計画があり、地元の合意
が得られた原発の再稼働／次世代技術の開
発促進などによるエネルギー安全保障の確保
と脱炭素社会を実現

1
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〈食料品消費税ゼロ・給付
付き税額控除の創設へ〉
〇新しい財源をつくり、今年の秋か
ら、恒久的な「食料品消費税ゼ
ロ」を実現するとともに、現役世
代の「社会保険料引き下げ」に
も取り組みます。
〇減税と生活支援の二刀流「給付
付き税額控除」を創設し、中所得
の方や減税だけでは支援しきれ
ない低所得の方も、まるごと応援
します。
〇インボイス廃止で、中小企業やフ
リーランスの方を応援します。

〈ベーシック・サービス従事
者の処遇改善〉
〇医療・介護・保育・障がい福祉従
事者などの給与を全産業平均へ
引き上げます。

〈健康、安心の医療・年金〉
〇予防・検診強化で健康寿命を延
ばすとともに、重複検査是正・医
療DXで医療費を抑制、社会保
険料上昇を抑えます。
〇がんの原因となる感染症など、リ
スクに応じた検診を実現し、企業
検診率向上、誰もが質の高いが

ん検診・治療を受けられる社会を
構築します。
〇治療を断念したり、生活破綻に
追い込まれることがないように、
制度を維持しつつ、高額療養費
の自己負担限度額の引き上げを
見直して、十分に抑制します。
〇経営困難な医療機関を支援しま
す（次期診療報酬改定でのプラ
ス改定など）。医師確保のための
基金を拡充します。
〇かかりつけ医の制度導入を目指
すとともに、かかりつけ医を中心と
した新たな地域医療構想の実現
に取り組みます。

〈こども・子育て〉
〇妊娠・出産から子どもが巣立つま
で切れ目なく支援します。児童手
当の拡充や高等教育の無償化
の拡大で、子育ての安心を確保
します。
〇妊婦健診や出産費用を無償化
するとともに、産後ケアを充実さ
せ、安心して産み育てられる支援
を強化します。
〇０～２歳も含め就学前教育・保育
の無償化を推進します。
〇親の就労を問わず柔軟に利用で
きる「こども誰でも通園制度」を、
保育人材の不足や利用時間等
の課題を解消しつつ、地域の実

情に応じ推進します。
〇子育て世帯の教育費負担等を
軽減するため、18歳までの全て
の子どもの児童手当を月1万5千
円（年18万円）に増額することや、
0～18歳までの児童扶養控除を
創設することなどを検討します。

〇「小１の壁」を打破するため、放課
後児童クラブの受け皿拡大や開
所時間の延長等で待機児童を
解消します。子どもの朝の預かり
事業を支援するなど、子ども・若者
の居場所づくりを進めます。
〇児童扶養手当の対象の拡充、
ひとり親家庭の支援、養育費立
替制度の導入を行います。

〇特別児童扶養手当、障害児福祉

手当の所得制限を撤廃します。
〇ヤングケアラーを早期に発見し、
教育や医療、就労など横断的に
支援します。

〇いじめ防止対策を進め、子どもの
自殺を防ぎます。虐待問題の取り
組みを強化します。

〇子どもの声を代弁し、子どもの権
利を守る「子どもコミッショナー」
を設置します。 
〇保育園・幼稚園・放課後児童ク
ラブなどで働く人たちの給与を全
産業平均へ引き上げます。

〈教育〉
〇幼児教育から大学まで切れ目な
く教育負担を軽減します。

〈家計の安心へ〉
〇社会保険料負担で手取りが減る
「130万円のガケ」を解消します。
〇「奨学金返済減税」や、投資額
の一部を税額控除する「NISA
減税」を創設し、ライフプランを応
援します。

〇自動車の取得・保有・走行の税
制を抜本的に見直し、ユーザー
の税負担を引き下げます。
〇食事手当の非課税枠拡大や退
職金増税阻止などの「サラリーマ

ン減税」を実施することで手取り
を増やし、消費と投資の好循環を
創出します。

〇物価上昇により名目賃金や年金
受給額が増加することで、低所得
者が減免措置などを受けられなく
なり、手取りが減少してしまう問題
に対応するため、住民税の非課税
限度額の引き上げを目指します。

〇物価高の原因である円安を是正
するため、政府と日本銀行の共
同声明（アコード）を見直します。

〈賃上げと中小企業・
産業の活性化〉
〇中小企業支援を前提に、最低賃
金を全国で早期に1,500円以上
にすることを目指します。
〇取引適正化によりサプライチェー
ン全体で価格転嫁を進め、賃上
げの原資となる収益を確実に確
保します。

〇社会保険料の事業主負担軽減
や奨学金代理返還の支援で、中
小企業に若者が集まり、長く働け

る職場づくりを後押しします。
〇株主偏重のガバナンスを改め、
働く人を第一に尊重する分配
ルールへ再設計します。企業利
益の労働分配を増やし、従業員
の手取りを確実に引き上げる持
続的な賃上げを実現します。

〇医療・介護・保育・物流・建設・交
通等の処遇改善に向け、公定価
格と労務費の適正化を推進し、
社会基盤を支えるエッセンシャル
ワーカーの所得の抜本的引き上
げを実現します。
〇円滑な事業承継の促進や、日本
のものづくりを支える高度な人材
育成で、次世代に確かな技術を
継承します。

〇中小企業の資金繰り支援や政
府保証投資を拡充し、日本ブラン
ドの海外展開を強力に後押しし
ます。ASEANやグローバルサウ
ス等への販路拡大と多角化を支
援し、外需を取り込みます。

〈未来を創る投資と
イノベーション〉
〇成長の柱となるグリーン・ローカル・
ライフ・デジタルの4分野に重点投
資します。クラウドやAIの国産化を
強力に支援します。地域資源を活
かした新事業創出や社会課題解
決を図る「インパクト投資」を促進
し、持続可能な成長を実現します。
〇アニメ・ゲーム等の海外展開を加
速させるとともに、クリエイターへ
の投資を強化し、日本のコンテン
ツ力を世界一の稼ぐ力へと育て、

貿易・サービス収支改善にもつな
げます。
〇科研費や大学運営費交付金を
拡充し、科学技術予算を倍増さ
せ、研究者が安心して挑戦できる
環境を整備します。

〇最先端技術（光電融合、量子コ
ンピューター、先進AI、核融合な
ど）の研究開発や社会実装を国
家プロジェクトで推進します。 

〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指し、再
生可能エネルギーの導入を最大
限加速させ、持続可能な社会を
次世代へ引き継ぎます。

〇建物の断熱・ゼロエミッション化
や長寿命化を一層推進します。

〈働く人を守り、輝かせる
「人間中心」の労働改革〉
〇男女ともに育休促進するため、
周囲への応援手当等で、体制整
備する中小企業への助成制度
利用を促進します。

〇週休３日制や時間単位有休、テレ
ワークなど働き方の選択肢を増や
し、じぶん時間づくりを支援します。
〇希望すれば、みんな正社員にな
れるようにするため、労働法制を
見直して正規雇用を原則としま
す。また、自分の希望に応じて
「短時間正社員」を選べる環境を
整備します。

〇残業代割増率を引き上げます。
勤務間インターバル１１時間以上
の義務化を目指して、人手不足

の中小企業等や様々な業種へ
の配慮・支援と併せて、普及・促
進に取り組みます。

〇「同一“価値”労働同一賃金」の
実現で男女間や正規・非正規間
の処遇格差を解消するとともに、
学びなおし支援を強化し、正規・
非正規の概念を超えた「正社員
待遇」が当たり前の社会と、誰も
が所得向上を目指せる社会の実
現を推進します。

〇リスキリング（学びなおし）やスキ
ルアップなどに取り組む労働者
への支援を充実し、所得の向上
につなげます。
〇フリーランスを働き方の実態に応じ
て労働者として適切に保護します。
〇勤務時間外の「つながらない権
利」の保障に向けた取り組みを
行います。

〇スポットワーク・スキマバイトの賃
金未払い問題を抱える労働者の
救済を図るための臨時措置を講
じます。
〇DXや省力化への集中投資で生
産性を向上します。企業の稼ぐ力
を働く人の給与へ還元します。安
全確保や寒さ・熱中症対策など職
場の労働環境改善を支援します。

〇就職氷河期・シングル世帯の
方々などが不安や悩みをSNSや
チャットなどオンラインで気軽に相
談できる体制を整備します。

〈防災・減災対策と
被災地の復興支援〉
〇東日本大震災の復興と生活再

〇小中学生の学校生活を送るため
に必要な様々な費用（＝隠れ教
育費）、高校生の授業料以外の
教育費の負担軽減を図ります。

〇小中学校の給食費の負担軽減
を着実に推進します。
〇給付型奨学金の拡充と大学授業
料無償化の対象拡大を進めます。

〇奨学金の減額返済や代理返還
を拡充するとともに、奨学金返済
減税と利子免除制度を創設する
ことで、若者の生活を圧迫する奨
学金返済の負担を軽減します。

〇住む地域や置かれた環境、個々
の特性などにかかわらず、多様で
質の高い公教育を受けられるよ
うにします。
〇強みや特性を伸ばす学校教育
への転換、専門スタッフやICT活
用などにより、自分らしく学べる質
の高い教育を目指します。
〇一人ひとりにきめ細かい教育を
提供するため、少人数学級を推
進します。

〇教職員の働き方改革と処遇改
善を進めます。

〇不登校児童・生徒のために、学
びの多様化学校を全国に設置
し、全小中学校のサポートルーム
や居場所の確保を推進します。
〇不登校児童・生徒の保護者の離
職を防ぐため、相談支援や休暇
制度の柔軟化、情報サイトの設
置で家族を支えます。

〇インクルーシブ教育、特別支援教
育、多様な学びと居場所の環境
を整備します。

〈ジェンダー平等・
多文化共生・包摂社会〉
〇誰もが個性と能力を発揮できる
ジェンダー平等を推進し、選択的夫
婦別姓、クオータ制を実現します。

〇女性の賃金アップへ、女性の正
社員比率の公表義務付けや、
「共家事・共育て」を推進します。
〇婚姻平等法で同性婚を法制化し
ます。GID（性同一性障害）特例
法を改正します。LGBT差別解消
法を制定します。

〇誰もが安心して暮らせる社会を
形成するために、多文化共生社
会基本法、難民等保護法・入管
法等改正法を制定します。

〇日本人と外国人が互いを尊重し、
ルールを守りながら、共に「安全・
安心」に暮らせる環境を整備し、
多文化共生社会を目指します。

〇不登校・ひきこもり支援の取り組
みを強化します。
〇障がいの有無にかかわらず、文
化や芸術、スポーツを通じた共生
社会を実現します。

〇あらゆる差別、ハラスメントを禁止
します。独立した人権救済機関を
創設します。

〈司法改革・安心社会〉
〇人質司法を是正するとともに、再
審法を改正します。

〇ワンストップ支援や給付金制度
の拡充など、犯罪被害者支援を
充実させます。

〇闇バイトや詐欺広告、偽アカウン

トへの対策として、本人確認書類
提出の義務化や、違反時の罰則
強化等に取り組みます。
〇SNS詐欺や重要犯罪等の捜査
体制の確立など犯罪対策を抜本
的に強化するとともに、情報リテ
ラシーの向上を進めます。
〇ギャンブル依存症対策やオンラ
インカジノ問題対策をさらに強化
します。

〈持続可能な地球環境〉
〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指します。
〇再生可能エネルギーの導入を最
大限加速させ、持続可能な社会
を次世代へ引き継ぎます。
〇豊かな生物多様性を守るため、
2030年「昆明・モントリオール生
物多様性枠組」に定められたネ
イチャー・ポジティブの実現を目
指します。

〈農林水産業〉
〇食料安全保障のため農林水産
業の持続的発展を目指し、担い
手育成・生産性向上・販路拡大・
高付加価値化支援を強化するこ
とで、所得向上を図ります。
〇2030年までを農業構造転換集
中対策期間とし、農地基盤整備・
スマート農業導入等を強力に推
進します。
〇コメの安定生産と自給率向上で
食料安全保障の確保へ、食料と
農地を守る直接支払制度「食農

支払」を創設します。
〇単なる減反、増産ではなく、コメの
安定供給を確保します。農家の
所得向上に向けて生産性を向
上させるため、農地の維持、担い
手の育成支援、スマート農業や
高温に強い品種の導入等を推
進します。
〇コメ政策の抜本的な見直し（取
引適正化、備蓄米制度の見直
し、流通の透明化、生産体制の
抜本強化）を行います。
〇コメの価格が急落する恐れがあ
る場合には、米のトリガー（主食
用米直接支払）を発動し、農家を
守ります。また、価格下落や不作
時など農家の経営リスクを支える
セーフティネット対策については、
収入保険の拡充などにより万全
を期します。
〇農地維持のため、水田の汎用
化・畑地化、農業水利施設の整
備・保全、農業用ため池の適切
な管理保全など農業生産基盤
の予算を拡充します。あわせて、
人口減少下での農業用インフラ
の保全管理、森林、林道、治山
施設の整備など農業・農村の強
靭化を推進します。
〇中山間地域についても、国土を
守る上で欠かせない地域である
ことから、安心して営農できるよう
支援を強化します。
〇地域計画の実現に向け、担い手
への農地の集積・集約化を推進
するとともに、規模の大小や経営
形態にかかわらず農業で生計を

立てる担い手の育成・確保を推
進します。その際、円滑な経営承
継、農業教育の充実、所有者不
明農地の解消等の課題解決に
向け、関係団体・機関による一体
的な取り組みを推進します。
〇農家の激減に対応するため就農
支援を強化･拡充し、新規就農
対策を推進します。
〇農業用植物の新品種の開発・育
成や在来品種等を守るタネ（種
子）の法律を制定します。
〇鳥獣被害対策関連予算のさらな
る充実を図ります。
〇森林の多面的機能の発揮と保
全など森林・林業・山村振興政
策を推進します。
〇漁業所得等の安定・向上と担い手
の確保など水産政策を推進します。

〈地域〉
〇地方分権・地方自治を徹底し、地
域と住民の暮らしにかかわる問
題を地域自らが決定できる仕組
みに変えます。
〇中山間地、島、半島などを含む地
域活性化のため、必要な地方財
源を確保するとともに、分権を推
進し、人口が減っても安心して暮
らせる地域をつくります。
〇経営困難な医療機関を支援しま
す（次期診療報酬改定でのプラ
ス改定など）。医師確保のための
基金を拡充します。
〇郵便局ネットワークと情報通信技術
の活用で地域の生活を支えます。
〇消防職員の増員、消防団員の確

保で地域の消防力を強化します。
〇クマ被害防止に向け、まず緊急
対応体制の強化や出没防止策
を徹底させ、個体数管理の推進、
ハンター育成支援、自治体向け
支援を強化するなど、中長期の
対策を含めた重層的な対策を講
じます。
〇利用者支援を拡充し、地域公共
交通を持続可能にします。公共・
日本版ライドシェア普及と自治体
財政支援を強力に進めます。
〇自動運転を推進し、通院・買い物な
どの生活の足を確保、MaaS活用
で交通サービスを高度化します。
〇移動・情報・建物・制度・まちづく
り・コミュニケーションなどにおける
アクセシビリティを高め、社会的
バリアを取り除きます。
〇大型商業施設の小規模店舗の
バリアフリー化、ホームドア設置、
新幹線などの車いす用フリース
ペース・ウェブ予約システム導入
を進めます。
〇障がい者用ICカード、運賃の精神
障がい者割引、航空機バリアフ
リートイレの導入を進めるとともに、
「心のバリアフリー」を推進します。
〇NPOなどの民間団体や協同組合
が活動しやすい環境を整備します。
〇できる限り早期のカーボンニュー
トラル実現へ、若者の声も受け
止め、再エネ・省エネ推進や技術
展開で世界をリードし、循環経済
で地方創生を図ります。

〇移動困難な高齢者のために、オ
ンライン診療・モニタリング等で地
域医療体制を整備します。

〇職場・地域で早期発見・治療体
制を強化し、心のケアを必要とす
る人に寄り添ったメンタルヘルス
対策を進めます。

〇医薬品不足を解消し、質の高い
医薬品を安定して供給できるよう
にするため、薬価の中間年改定
を廃止します。
〇保証人のいない単身者が必要
な医療を受けられるよう、実効性
のある「ガイドライン」の普及と
フォローアップを図ります。
〇就職氷河期世代を含む現役世
代と若者の年金（厚生年金・国
民年金）の底上げを実現します。
〇パート・アルバイトの方も企業規
模にかかわらず厚生年金に加入
可能にし、保障を充実させます。

〇低所得の高齢者の年金に一定
額を上乗せ給付します。

〈高齢者、介護支援、
障がい福祉〉
〇いつまで働くかは自分で決める社
会へ「定年廃止」を目指します。

〇在職老齢年金を見直すとともに、

ハローワーク等のマッチング強化
など、高齢者が働きやすい環境を
整備します。

〇介護の相談体制・家族支援を強
化し、事業所のDX化で安心でき
るケア体制を整えます。
〇「介護離職ゼロ」の取り組みを強
化します（介護休業の通算期間
の延長、介護休業中の賃金補
償の拡充）。ダブルケアラー、ワー
キングケアラーなど、家族介護者
を孤立させることなく、社会全体
で支える環境整備を行います。
〇訪問介護の基本報酬を引き上
げます。
〇介護事業所のICT化を進め、業
務効率化・情報共有で介護従事
者等の負担軽減とサービスの
質・生産性向上を図ります。

〇介護記録の電子化・介護セン
サー導入で介護施設・在宅介護
の人手不足を補います。
〇障がい福祉サービスなどの報酬
改定を見直し、障がい福祉サー
ビスを充実させます。

〈住まいの安心〉
〇家賃高騰の今こそ、家賃補助や
安価な住宅の提供により、住ま

いの安心を確保します。
〇自治体への支援を通じて、空き
家を借り上げる「みなし公営住
宅」を整備します。

〇将来安心できる支援付き住宅を
整備します。

〇気の合った仲間と助け合いながら
共同生活をするグループリビング
やシェアハウスなどを支援します。

〈行財政改革〉
〇税金の使い方を徹底的に透明
化し、ムダづかいをなくします。国
の基金のルールの見直しや、適
正化による「賢い財政」で「円安
インフレ」から家計と中小企業を
守ります。

〇租税特別措置による高額減税
企業の実名を公表するとともに、
租特を延長・拡充する際のルー
ルを法定化し、租特を透明化・適
正化します。

〇決算の国会提出の早期化、国
会への独立財政機関の創設、
「中期財政フレーム」の策定など
により、国家財政におけるPDCA
サイクルを確立します。

建支援を継続し、廃炉の完遂や
除去土壌の県外最終処分、来
年度から始まる第3期復興・創生
期間において十分な予算を確保
し、復興の課題解決に向けて総
力を結集します。
〇能登半島地震からの長期避難
世帯への住宅供給やなりわい支
援を行い、能登の自然・文化・産
業の魅力を活かした被災者本位
の創造的復興を推進することで、
被災された方々の生活再建と地
域再生を全力で支援します。

〇自治体を支援し、技術職員の育
成・確保を急ぐとともに、上下水
道等の老朽化対策や防災道の
駅の整備など、国土強靱化計画
に基づき命を守る防災・減災対
策を強力に推進します。

〇被災者生活再建支援金につい
て、支給額の大幅引き上げや対
象の拡大など、実効性ある拡充
へ法改正を行います。

〇在宅や車中避難を余儀なくされ
る方への訪問や福祉提供を制
度として標準化します。インク
ルーシブ防災を推進し、誰一人
取り残さない再建を実現します。

〇スフィア基準を踏まえ、避難所の
トイレ・キッチン・ベッドなどの環境
を抜本的に改善します。また、学
校体育館の空調設置やトイレ洋
式化を加速し、避難環境を改善
します。
〇災害時の電源確保に向け、避難
所や防災拠点への再生可能エネ
ルギーと蓄電池の導入率100％
を推進し、地域の防災力を抜本的
に高めます。
〇首都直下、南海トラフ地震を見
据え、住宅の耐震化支援、ライフ
ラインや公共インフラの耐震補
強、帰宅困難者対策などの備え
を強化します。
〇災害復興や除雪などに必要な地
域の建設業を守ります。

〈地域活性化〉
〇訪日客6千万人を見据え、観光資
源の磨き上げと宿泊業の省力化
を支援し、地方誘客とオーバーツー
リズム対策を強力に推進します。
〇離島住民の生活やなりわい支援
のため、島内外交流を促進し、有
人国境離島の活性化を図ります。
〇地域と共生した再生可能エネル
ギーの拡大を推進し、立地規制
の強化等で環境破壊等を未然
に防止します。
〇良質な公務・公共サービスを実現
し、国民の命と暮らしを守るため、
公務員の労働基本権を回復し、自
律的労使関係制度を導入します。
〇警察、消防、自衛隊や海上保安
官など国・社会の安全を守る人た
ちの処遇を改善します。 
〇行政が支払う委託費や報酬を適
正化します。               

政府系ファンド（ジャパン・ファンド）の創設や基金の活用などによる財源確保
と、食料品消費税ゼロおよび社会保険料等負担の低減
医療・介護・障がい福祉・教育など、生きていく上で不可欠な公的サービスへ
のアクセスを保障するベーシック・サービスの拡充
予防医療の充実による健康寿命の延伸と、国民の
ウェルビーイングの向上
中低所得者の負担軽減と格差是正に向けた「給
付付き税額控除制度」の早期導入、社会保障と税
の一体改革への取り組み

現役世代も安心できる
新たな社会保障モデルの構築第　     の柱
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〈食料品消費税ゼロ・給付
付き税額控除の創設へ〉
〇新しい財源をつくり、今年の秋か
ら、恒久的な「食料品消費税ゼ
ロ」を実現するとともに、現役世
代の「社会保険料引き下げ」に
も取り組みます。
〇減税と生活支援の二刀流「給付
付き税額控除」を創設し、中所得
の方や減税だけでは支援しきれ
ない低所得の方も、まるごと応援
します。
〇インボイス廃止で、中小企業やフ
リーランスの方を応援します。

〈ベーシック・サービス従事
者の処遇改善〉
〇医療・介護・保育・障がい福祉従
事者などの給与を全産業平均へ
引き上げます。

〈健康、安心の医療・年金〉
〇予防・検診強化で健康寿命を延
ばすとともに、重複検査是正・医
療DXで医療費を抑制、社会保
険料上昇を抑えます。
〇がんの原因となる感染症など、リ
スクに応じた検診を実現し、企業
検診率向上、誰もが質の高いが

ん検診・治療を受けられる社会を
構築します。
〇治療を断念したり、生活破綻に
追い込まれることがないように、
制度を維持しつつ、高額療養費
の自己負担限度額の引き上げを
見直して、十分に抑制します。
〇経営困難な医療機関を支援しま
す（次期診療報酬改定でのプラ
ス改定など）。医師確保のための
基金を拡充します。
〇かかりつけ医の制度導入を目指
すとともに、かかりつけ医を中心と
した新たな地域医療構想の実現
に取り組みます。

〈こども・子育て〉
〇妊娠・出産から子どもが巣立つま
で切れ目なく支援します。児童手
当の拡充や高等教育の無償化
の拡大で、子育ての安心を確保
します。
〇妊婦健診や出産費用を無償化
するとともに、産後ケアを充実さ
せ、安心して産み育てられる支援
を強化します。
〇０～２歳も含め就学前教育・保育
の無償化を推進します。
〇親の就労を問わず柔軟に利用で
きる「こども誰でも通園制度」を、
保育人材の不足や利用時間等
の課題を解消しつつ、地域の実

情に応じ推進します。
〇子育て世帯の教育費負担等を
軽減するため、18歳までの全て
の子どもの児童手当を月1万5千
円（年18万円）に増額することや、
0～18歳までの児童扶養控除を
創設することなどを検討します。
〇「小１の壁」を打破するため、放課
後児童クラブの受け皿拡大や開
所時間の延長等で待機児童を
解消します。子どもの朝の預かり
事業を支援するなど、子ども・若者
の居場所づくりを進めます。
〇児童扶養手当の対象の拡充、
ひとり親家庭の支援、養育費立
替制度の導入を行います。
〇特別児童扶養手当、障害児福祉

手当の所得制限を撤廃します。
〇ヤングケアラーを早期に発見し、
教育や医療、就労など横断的に
支援します。
〇いじめ防止対策を進め、子どもの
自殺を防ぎます。虐待問題の取り
組みを強化します。
〇子どもの声を代弁し、子どもの権
利を守る「子どもコミッショナー」
を設置します。 
〇保育園・幼稚園・放課後児童ク
ラブなどで働く人たちの給与を全
産業平均へ引き上げます。

〈教育〉
〇幼児教育から大学まで切れ目な
く教育負担を軽減します。

〈家計の安心へ〉
〇社会保険料負担で手取りが減る
「130万円のガケ」を解消します。
〇「奨学金返済減税」や、投資額
の一部を税額控除する「NISA
減税」を創設し、ライフプランを応
援します。

〇自動車の取得・保有・走行の税
制を抜本的に見直し、ユーザー
の税負担を引き下げます。
〇食事手当の非課税枠拡大や退
職金増税阻止などの「サラリーマ

ン減税」を実施することで手取り
を増やし、消費と投資の好循環を
創出します。

〇物価上昇により名目賃金や年金
受給額が増加することで、低所得
者が減免措置などを受けられなく
なり、手取りが減少してしまう問題
に対応するため、住民税の非課税
限度額の引き上げを目指します。

〇物価高の原因である円安を是正
するため、政府と日本銀行の共
同声明（アコード）を見直します。

〈賃上げと中小企業・
産業の活性化〉
〇中小企業支援を前提に、最低賃
金を全国で早期に1,500円以上
にすることを目指します。
〇取引適正化によりサプライチェー
ン全体で価格転嫁を進め、賃上
げの原資となる収益を確実に確
保します。
〇社会保険料の事業主負担軽減
や奨学金代理返還の支援で、中
小企業に若者が集まり、長く働け

る職場づくりを後押しします。
〇株主偏重のガバナンスを改め、
働く人を第一に尊重する分配
ルールへ再設計します。企業利
益の労働分配を増やし、従業員
の手取りを確実に引き上げる持
続的な賃上げを実現します。
〇医療・介護・保育・物流・建設・交
通等の処遇改善に向け、公定価
格と労務費の適正化を推進し、
社会基盤を支えるエッセンシャル
ワーカーの所得の抜本的引き上
げを実現します。
〇円滑な事業承継の促進や、日本
のものづくりを支える高度な人材
育成で、次世代に確かな技術を
継承します。
〇中小企業の資金繰り支援や政
府保証投資を拡充し、日本ブラン
ドの海外展開を強力に後押しし
ます。ASEANやグローバルサウ
ス等への販路拡大と多角化を支
援し、外需を取り込みます。

〈未来を創る投資と
イノベーション〉
〇成長の柱となるグリーン・ローカル・
ライフ・デジタルの4分野に重点投
資します。クラウドやAIの国産化を
強力に支援します。地域資源を活
かした新事業創出や社会課題解
決を図る「インパクト投資」を促進
し、持続可能な成長を実現します。
〇アニメ・ゲーム等の海外展開を加
速させるとともに、クリエイターへ
の投資を強化し、日本のコンテン
ツ力を世界一の稼ぐ力へと育て、

貿易・サービス収支改善にもつな
げます。
〇科研費や大学運営費交付金を
拡充し、科学技術予算を倍増さ
せ、研究者が安心して挑戦できる
環境を整備します。
〇最先端技術（光電融合、量子コ
ンピューター、先進AI、核融合な
ど）の研究開発や社会実装を国
家プロジェクトで推進します。 
〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指し、再
生可能エネルギーの導入を最大
限加速させ、持続可能な社会を
次世代へ引き継ぎます。
〇建物の断熱・ゼロエミッション化
や長寿命化を一層推進します。

〈働く人を守り、輝かせる
「人間中心」の労働改革〉
〇男女ともに育休促進するため、
周囲への応援手当等で、体制整
備する中小企業への助成制度
利用を促進します。
〇週休３日制や時間単位有休、テレ
ワークなど働き方の選択肢を増や
し、じぶん時間づくりを支援します。
〇希望すれば、みんな正社員にな
れるようにするため、労働法制を
見直して正規雇用を原則としま
す。また、自分の希望に応じて
「短時間正社員」を選べる環境を
整備します。
〇残業代割増率を引き上げます。
勤務間インターバル１１時間以上
の義務化を目指して、人手不足

の中小企業等や様々な業種へ
の配慮・支援と併せて、普及・促
進に取り組みます。
〇「同一“価値”労働同一賃金」の
実現で男女間や正規・非正規間
の処遇格差を解消するとともに、
学びなおし支援を強化し、正規・
非正規の概念を超えた「正社員
待遇」が当たり前の社会と、誰も
が所得向上を目指せる社会の実
現を推進します。
〇リスキリング（学びなおし）やスキ
ルアップなどに取り組む労働者
への支援を充実し、所得の向上
につなげます。
〇フリーランスを働き方の実態に応じ
て労働者として適切に保護します。
〇勤務時間外の「つながらない権
利」の保障に向けた取り組みを
行います。
〇スポットワーク・スキマバイトの賃
金未払い問題を抱える労働者の
救済を図るための臨時措置を講
じます。
〇DXや省力化への集中投資で生
産性を向上します。企業の稼ぐ力
を働く人の給与へ還元します。安
全確保や寒さ・熱中症対策など職
場の労働環境改善を支援します。
〇就職氷河期・シングル世帯の
方々などが不安や悩みをSNSや
チャットなどオンラインで気軽に相
談できる体制を整備します。

〈防災・減災対策と
被災地の復興支援〉
〇東日本大震災の復興と生活再

〇小中学生の学校生活を送るため
に必要な様々な費用（＝隠れ教
育費）、高校生の授業料以外の
教育費の負担軽減を図ります。

〇小中学校の給食費の負担軽減
を着実に推進します。
〇給付型奨学金の拡充と大学授業
料無償化の対象拡大を進めます。

〇奨学金の減額返済や代理返還
を拡充するとともに、奨学金返済
減税と利子免除制度を創設する
ことで、若者の生活を圧迫する奨
学金返済の負担を軽減します。

〇住む地域や置かれた環境、個々
の特性などにかかわらず、多様で
質の高い公教育を受けられるよ
うにします。
〇強みや特性を伸ばす学校教育
への転換、専門スタッフやICT活
用などにより、自分らしく学べる質
の高い教育を目指します。
〇一人ひとりにきめ細かい教育を
提供するため、少人数学級を推
進します。

〇教職員の働き方改革と処遇改
善を進めます。

〇不登校児童・生徒のために、学
びの多様化学校を全国に設置
し、全小中学校のサポートルーム
や居場所の確保を推進します。
〇不登校児童・生徒の保護者の離
職を防ぐため、相談支援や休暇
制度の柔軟化、情報サイトの設
置で家族を支えます。

〇インクルーシブ教育、特別支援教
育、多様な学びと居場所の環境
を整備します。

〈ジェンダー平等・
多文化共生・包摂社会〉
〇誰もが個性と能力を発揮できる
ジェンダー平等を推進し、選択的夫
婦別姓、クオータ制を実現します。

〇女性の賃金アップへ、女性の正
社員比率の公表義務付けや、
「共家事・共育て」を推進します。
〇婚姻平等法で同性婚を法制化し
ます。GID（性同一性障害）特例
法を改正します。LGBT差別解消
法を制定します。

〇誰もが安心して暮らせる社会を
形成するために、多文化共生社
会基本法、難民等保護法・入管
法等改正法を制定します。

〇日本人と外国人が互いを尊重し、
ルールを守りながら、共に「安全・
安心」に暮らせる環境を整備し、
多文化共生社会を目指します。

〇不登校・ひきこもり支援の取り組
みを強化します。
〇障がいの有無にかかわらず、文
化や芸術、スポーツを通じた共生
社会を実現します。

〇あらゆる差別、ハラスメントを禁止
します。独立した人権救済機関を
創設します。

〈司法改革・安心社会〉
〇人質司法を是正するとともに、再
審法を改正します。

〇ワンストップ支援や給付金制度
の拡充など、犯罪被害者支援を
充実させます。

〇闇バイトや詐欺広告、偽アカウン

トへの対策として、本人確認書類
提出の義務化や、違反時の罰則
強化等に取り組みます。
〇SNS詐欺や重要犯罪等の捜査
体制の確立など犯罪対策を抜本
的に強化するとともに、情報リテ
ラシーの向上を進めます。
〇ギャンブル依存症対策やオンラ
インカジノ問題対策をさらに強化
します。

〈持続可能な地球環境〉
〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指します。
〇再生可能エネルギーの導入を最
大限加速させ、持続可能な社会
を次世代へ引き継ぎます。
〇豊かな生物多様性を守るため、
2030年「昆明・モントリオール生
物多様性枠組」に定められたネ
イチャー・ポジティブの実現を目
指します。

〈農林水産業〉
〇食料安全保障のため農林水産
業の持続的発展を目指し、担い
手育成・生産性向上・販路拡大・
高付加価値化支援を強化するこ
とで、所得向上を図ります。
〇2030年までを農業構造転換集
中対策期間とし、農地基盤整備・
スマート農業導入等を強力に推
進します。
〇コメの安定生産と自給率向上で
食料安全保障の確保へ、食料と
農地を守る直接支払制度「食農

支払」を創設します。
〇単なる減反、増産ではなく、コメの
安定供給を確保します。農家の
所得向上に向けて生産性を向
上させるため、農地の維持、担い
手の育成支援、スマート農業や
高温に強い品種の導入等を推
進します。
〇コメ政策の抜本的な見直し（取
引適正化、備蓄米制度の見直
し、流通の透明化、生産体制の
抜本強化）を行います。
〇コメの価格が急落する恐れがあ
る場合には、米のトリガー（主食
用米直接支払）を発動し、農家を
守ります。また、価格下落や不作
時など農家の経営リスクを支える
セーフティネット対策については、
収入保険の拡充などにより万全
を期します。
〇農地維持のため、水田の汎用
化・畑地化、農業水利施設の整
備・保全、農業用ため池の適切
な管理保全など農業生産基盤
の予算を拡充します。あわせて、
人口減少下での農業用インフラ
の保全管理、森林、林道、治山
施設の整備など農業・農村の強
靭化を推進します。
〇中山間地域についても、国土を
守る上で欠かせない地域である
ことから、安心して営農できるよう
支援を強化します。
〇地域計画の実現に向け、担い手
への農地の集積・集約化を推進
するとともに、規模の大小や経営
形態にかかわらず農業で生計を

立てる担い手の育成・確保を推
進します。その際、円滑な経営承
継、農業教育の充実、所有者不
明農地の解消等の課題解決に
向け、関係団体・機関による一体
的な取り組みを推進します。
〇農家の激減に対応するため就農
支援を強化･拡充し、新規就農
対策を推進します。
〇農業用植物の新品種の開発・育
成や在来品種等を守るタネ（種
子）の法律を制定します。
〇鳥獣被害対策関連予算のさらな
る充実を図ります。
〇森林の多面的機能の発揮と保
全など森林・林業・山村振興政
策を推進します。
〇漁業所得等の安定・向上と担い手
の確保など水産政策を推進します。

〈地域〉
〇地方分権・地方自治を徹底し、地
域と住民の暮らしにかかわる問
題を地域自らが決定できる仕組
みに変えます。
〇中山間地、島、半島などを含む地
域活性化のため、必要な地方財
源を確保するとともに、分権を推
進し、人口が減っても安心して暮
らせる地域をつくります。
〇経営困難な医療機関を支援しま
す（次期診療報酬改定でのプラ
ス改定など）。医師確保のための
基金を拡充します。
〇郵便局ネットワークと情報通信技術
の活用で地域の生活を支えます。
〇消防職員の増員、消防団員の確

保で地域の消防力を強化します。
〇クマ被害防止に向け、まず緊急
対応体制の強化や出没防止策
を徹底させ、個体数管理の推進、
ハンター育成支援、自治体向け
支援を強化するなど、中長期の
対策を含めた重層的な対策を講
じます。
〇利用者支援を拡充し、地域公共
交通を持続可能にします。公共・
日本版ライドシェア普及と自治体
財政支援を強力に進めます。
〇自動運転を推進し、通院・買い物な
どの生活の足を確保、MaaS活用
で交通サービスを高度化します。
〇移動・情報・建物・制度・まちづく
り・コミュニケーションなどにおける
アクセシビリティを高め、社会的
バリアを取り除きます。
〇大型商業施設の小規模店舗の
バリアフリー化、ホームドア設置、
新幹線などの車いす用フリース
ペース・ウェブ予約システム導入
を進めます。
〇障がい者用ICカード、運賃の精神
障がい者割引、航空機バリアフ
リートイレの導入を進めるとともに、
「心のバリアフリー」を推進します。
〇NPOなどの民間団体や協同組合
が活動しやすい環境を整備します。
〇できる限り早期のカーボンニュー
トラル実現へ、若者の声も受け
止め、再エネ・省エネ推進や技術
展開で世界をリードし、循環経済
で地方創生を図ります。

〇移動困難な高齢者のために、オ
ンライン診療・モニタリング等で地
域医療体制を整備します。

〇職場・地域で早期発見・治療体
制を強化し、心のケアを必要とす
る人に寄り添ったメンタルヘルス
対策を進めます。

〇医薬品不足を解消し、質の高い
医薬品を安定して供給できるよう
にするため、薬価の中間年改定
を廃止します。
〇保証人のいない単身者が必要
な医療を受けられるよう、実効性
のある「ガイドライン」の普及と
フォローアップを図ります。
〇就職氷河期世代を含む現役世
代と若者の年金（厚生年金・国
民年金）の底上げを実現します。
〇パート・アルバイトの方も企業規
模にかかわらず厚生年金に加入
可能にし、保障を充実させます。

〇低所得の高齢者の年金に一定
額を上乗せ給付します。

〈高齢者、介護支援、
障がい福祉〉
〇いつまで働くかは自分で決める社
会へ「定年廃止」を目指します。

〇在職老齢年金を見直すとともに、

ハローワーク等のマッチング強化
など、高齢者が働きやすい環境を
整備します。

〇介護の相談体制・家族支援を強
化し、事業所のDX化で安心でき
るケア体制を整えます。
〇「介護離職ゼロ」の取り組みを強
化します（介護休業の通算期間
の延長、介護休業中の賃金補
償の拡充）。ダブルケアラー、ワー
キングケアラーなど、家族介護者
を孤立させることなく、社会全体
で支える環境整備を行います。
〇訪問介護の基本報酬を引き上
げます。
〇介護事業所のICT化を進め、業
務効率化・情報共有で介護従事
者等の負担軽減とサービスの
質・生産性向上を図ります。

〇介護記録の電子化・介護セン
サー導入で介護施設・在宅介護
の人手不足を補います。
〇障がい福祉サービスなどの報酬
改定を見直し、障がい福祉サー
ビスを充実させます。

〈住まいの安心〉
〇家賃高騰の今こそ、家賃補助や
安価な住宅の提供により、住ま

いの安心を確保します。
〇自治体への支援を通じて、空き
家を借り上げる「みなし公営住
宅」を整備します。
〇将来安心できる支援付き住宅を
整備します。
〇気の合った仲間と助け合いながら
共同生活をするグループリビング
やシェアハウスなどを支援します。

〈行財政改革〉
〇税金の使い方を徹底的に透明
化し、ムダづかいをなくします。国
の基金のルールの見直しや、適
正化による「賢い財政」で「円安
インフレ」から家計と中小企業を
守ります。
〇租税特別措置による高額減税
企業の実名を公表するとともに、
租特を延長・拡充する際のルー
ルを法定化し、租特を透明化・適
正化します。
〇決算の国会提出の早期化、国
会への独立財政機関の創設、
「中期財政フレーム」の策定など
により、国家財政におけるPDCA
サイクルを確立します。

建支援を継続し、廃炉の完遂や
除去土壌の県外最終処分、来
年度から始まる第3期復興・創生
期間において十分な予算を確保
し、復興の課題解決に向けて総
力を結集します。
〇能登半島地震からの長期避難
世帯への住宅供給やなりわい支
援を行い、能登の自然・文化・産
業の魅力を活かした被災者本位
の創造的復興を推進することで、
被災された方々の生活再建と地
域再生を全力で支援します。

〇自治体を支援し、技術職員の育
成・確保を急ぐとともに、上下水
道等の老朽化対策や防災道の
駅の整備など、国土強靱化計画
に基づき命を守る防災・減災対
策を強力に推進します。

〇被災者生活再建支援金につい
て、支給額の大幅引き上げや対
象の拡大など、実効性ある拡充
へ法改正を行います。

〇在宅や車中避難を余儀なくされ
る方への訪問や福祉提供を制
度として標準化します。インク
ルーシブ防災を推進し、誰一人
取り残さない再建を実現します。

〇スフィア基準を踏まえ、避難所の
トイレ・キッチン・ベッドなどの環境
を抜本的に改善します。また、学
校体育館の空調設置やトイレ洋
式化を加速し、避難環境を改善
します。
〇災害時の電源確保に向け、避難
所や防災拠点への再生可能エネ
ルギーと蓄電池の導入率100％
を推進し、地域の防災力を抜本的
に高めます。
〇首都直下、南海トラフ地震を見
据え、住宅の耐震化支援、ライフ
ラインや公共インフラの耐震補
強、帰宅困難者対策などの備え
を強化します。
〇災害復興や除雪などに必要な地
域の建設業を守ります。

〈地域活性化〉
〇訪日客6千万人を見据え、観光資
源の磨き上げと宿泊業の省力化
を支援し、地方誘客とオーバーツー
リズム対策を強力に推進します。
〇離島住民の生活やなりわい支援
のため、島内外交流を促進し、有
人国境離島の活性化を図ります。
〇地域と共生した再生可能エネル
ギーの拡大を推進し、立地規制
の強化等で環境破壊等を未然
に防止します。
〇良質な公務・公共サービスを実現
し、国民の命と暮らしを守るため、
公務員の労働基本権を回復し、自
律的労使関係制度を導入します。
〇警察、消防、自衛隊や海上保安
官など国・社会の安全を守る人た
ちの処遇を改善します。 
〇行政が支払う委託費や報酬を適
正化します。               

教育の無償化拡大と質の向上、ならびに社会人・高齢者を含む学びなおし・
リスキリングの制度的保障など「人への投資」の拡充
選択的夫婦別姓などジェンダー平等およびルールに基づく多文化共生などの
推進による、マイノリティも含め誰もが尊厳を持って生きられる社会の構築
持続可能な地球環境を未来に引き継ぐための、気候変動対策および生物多様
性を守る環境政策の推進
食の安全の観点も踏まえた農林水産業支援、地域資源の活用・
育成、地域医療への支援などによる地域の活力と魅力の向上
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〈こども・子育て〉
〇妊娠・出産から子どもが巣立つま
で切れ目なく支援します。児童手
当の拡充や高等教育の無償化
の拡大で、子育ての安心を確保
します。
〇妊婦健診や出産費用を無償化
するとともに、産後ケアを充実さ
せ、安心して産み育てられる支援
を強化します。
〇０～２歳も含め就学前教育・保育
の無償化を推進します。
〇親の就労を問わず柔軟に利用で
きる「こども誰でも通園制度」を、
保育人材の不足や利用時間等
の課題を解消しつつ、地域の実

情に応じ推進します。
〇子育て世帯の教育費負担等を
軽減するため、18歳までの全て
の子どもの児童手当を月1万5千
円（年18万円）に増額することや、
0～18歳までの児童扶養控除を
創設することなどを検討します。

〇「小１の壁」を打破するため、放課
後児童クラブの受け皿拡大や開
所時間の延長等で待機児童を
解消します。子どもの朝の預かり
事業を支援するなど、子ども・若者
の居場所づくりを進めます。
〇児童扶養手当の対象の拡充、
ひとり親家庭の支援、養育費立
替制度の導入を行います。

〇特別児童扶養手当、障害児福祉

手当の所得制限を撤廃します。
〇ヤングケアラーを早期に発見し、
教育や医療、就労など横断的に
支援します。

〇いじめ防止対策を進め、子どもの
自殺を防ぎます。虐待問題の取り
組みを強化します。

〇子どもの声を代弁し、子どもの権
利を守る「子どもコミッショナー」
を設置します。 
〇保育園・幼稚園・放課後児童ク
ラブなどで働く人たちの給与を全
産業平均へ引き上げます。

〈教育〉
〇幼児教育から大学まで切れ目な
く教育負担を軽減します。

〇小中学生の学校生活を送るため
に必要な様々な費用（＝隠れ教
育費）、高校生の授業料以外の
教育費の負担軽減を図ります。

〇小中学校の給食費の負担軽減
を着実に推進します。
〇給付型奨学金の拡充と大学授業
料無償化の対象拡大を進めます。

〇奨学金の減額返済や代理返還
を拡充するとともに、奨学金返済
減税と利子免除制度を創設する
ことで、若者の生活を圧迫する奨
学金返済の負担を軽減します。

〇住む地域や置かれた環境、個々
の特性などにかかわらず、多様で
質の高い公教育を受けられるよ
うにします。
〇強みや特性を伸ばす学校教育
への転換、専門スタッフやICT活
用などにより、自分らしく学べる質
の高い教育を目指します。
〇一人ひとりにきめ細かい教育を
提供するため、少人数学級を推
進します。

〇教職員の働き方改革と処遇改
善を進めます。

〇不登校児童・生徒のために、学
びの多様化学校を全国に設置
し、全小中学校のサポートルーム
や居場所の確保を推進します。
〇不登校児童・生徒の保護者の離
職を防ぐため、相談支援や休暇
制度の柔軟化、情報サイトの設
置で家族を支えます。

〇インクルーシブ教育、特別支援教
育、多様な学びと居場所の環境
を整備します。

〈ジェンダー平等・
多文化共生・包摂社会〉
〇誰もが個性と能力を発揮できる
ジェンダー平等を推進し、選択的夫
婦別姓、クオータ制を実現します。
〇女性の賃金アップへ、女性の正
社員比率の公表義務付けや、
「共家事・共育て」を推進します。
〇婚姻平等法で同性婚を法制化し
ます。GID（性同一性障害）特例
法を改正します。LGBT差別解消
法を制定します。

〇誰もが安心して暮らせる社会を
形成するために、多文化共生社
会基本法、難民等保護法・入管
法等改正法を制定します。

〇日本人と外国人が互いを尊重し、
ルールを守りながら、共に「安全・
安心」に暮らせる環境を整備し、
多文化共生社会を目指します。

〇不登校・ひきこもり支援の取り組
みを強化します。
〇障がいの有無にかかわらず、文
化や芸術、スポーツを通じた共生
社会を実現します。

〇あらゆる差別、ハラスメントを禁止
します。独立した人権救済機関を
創設します。

〈司法改革・安心社会〉
〇人質司法を是正するとともに、再
審法を改正します。

〇ワンストップ支援や給付金制度
の拡充など、犯罪被害者支援を
充実させます。

〇闇バイトや詐欺広告、偽アカウン

トへの対策として、本人確認書類
提出の義務化や、違反時の罰則
強化等に取り組みます。
〇SNS詐欺や重要犯罪等の捜査
体制の確立など犯罪対策を抜本
的に強化するとともに、情報リテ
ラシーの向上を進めます。
〇ギャンブル依存症対策やオンラ
インカジノ問題対策をさらに強化
します。

〈持続可能な地球環境〉
〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指します。
〇再生可能エネルギーの導入を最
大限加速させ、持続可能な社会
を次世代へ引き継ぎます。
〇豊かな生物多様性を守るため、
2030年「昆明・モントリオール生
物多様性枠組」に定められたネ
イチャー・ポジティブの実現を目
指します。

〈農林水産業〉
〇食料安全保障のため農林水産
業の持続的発展を目指し、担い
手育成・生産性向上・販路拡大・
高付加価値化支援を強化するこ
とで、所得向上を図ります。
〇2030年までを農業構造転換集
中対策期間とし、農地基盤整備・
スマート農業導入等を強力に推
進します。
〇コメの安定生産と自給率向上で
食料安全保障の確保へ、食料と
農地を守る直接支払制度「食農

支払」を創設します。
〇単なる減反、増産ではなく、コメの
安定供給を確保します。農家の
所得向上に向けて生産性を向
上させるため、農地の維持、担い
手の育成支援、スマート農業や
高温に強い品種の導入等を推
進します。
〇コメ政策の抜本的な見直し（取
引適正化、備蓄米制度の見直
し、流通の透明化、生産体制の
抜本強化）を行います。
〇コメの価格が急落する恐れがあ
る場合には、米のトリガー（主食
用米直接支払）を発動し、農家を
守ります。また、価格下落や不作
時など農家の経営リスクを支える
セーフティネット対策については、
収入保険の拡充などにより万全
を期します。
〇農地維持のため、水田の汎用
化・畑地化、農業水利施設の整
備・保全、農業用ため池の適切
な管理保全など農業生産基盤
の予算を拡充します。あわせて、
人口減少下での農業用インフラ
の保全管理、森林、林道、治山
施設の整備など農業・農村の強
靭化を推進します。
〇中山間地域についても、国土を
守る上で欠かせない地域である
ことから、安心して営農できるよう
支援を強化します。
〇地域計画の実現に向け、担い手
への農地の集積・集約化を推進
するとともに、規模の大小や経営
形態にかかわらず農業で生計を

立てる担い手の育成・確保を推
進します。その際、円滑な経営承
継、農業教育の充実、所有者不
明農地の解消等の課題解決に
向け、関係団体・機関による一体
的な取り組みを推進します。
〇農家の激減に対応するため就農
支援を強化･拡充し、新規就農
対策を推進します。
〇農業用植物の新品種の開発・育
成や在来品種等を守るタネ（種
子）の法律を制定します。
〇鳥獣被害対策関連予算のさらな
る充実を図ります。
〇森林の多面的機能の発揮と保
全など森林・林業・山村振興政
策を推進します。
〇漁業所得等の安定・向上と担い手
の確保など水産政策を推進します。

〈地域〉
〇地方分権・地方自治を徹底し、地
域と住民の暮らしにかかわる問
題を地域自らが決定できる仕組
みに変えます。
〇中山間地、島、半島などを含む地
域活性化のため、必要な地方財
源を確保するとともに、分権を推
進し、人口が減っても安心して暮
らせる地域をつくります。
〇経営困難な医療機関を支援しま
す（次期診療報酬改定でのプラ
ス改定など）。医師確保のための
基金を拡充します。
〇郵便局ネットワークと情報通信技術
の活用で地域の生活を支えます。
〇消防職員の増員、消防団員の確

保で地域の消防力を強化します。
〇クマ被害防止に向け、まず緊急
対応体制の強化や出没防止策
を徹底させ、個体数管理の推進、
ハンター育成支援、自治体向け
支援を強化するなど、中長期の
対策を含めた重層的な対策を講
じます。
〇利用者支援を拡充し、地域公共
交通を持続可能にします。公共・
日本版ライドシェア普及と自治体
財政支援を強力に進めます。
〇自動運転を推進し、通院・買い物な
どの生活の足を確保、MaaS活用
で交通サービスを高度化します。
〇移動・情報・建物・制度・まちづく
り・コミュニケーションなどにおける
アクセシビリティを高め、社会的
バリアを取り除きます。
〇大型商業施設の小規模店舗の
バリアフリー化、ホームドア設置、
新幹線などの車いす用フリース
ペース・ウェブ予約システム導入
を進めます。
〇障がい者用ICカード、運賃の精神
障がい者割引、航空機バリアフ
リートイレの導入を進めるとともに、
「心のバリアフリー」を推進します。
〇NPOなどの民間団体や協同組合
が活動しやすい環境を整備します。
〇できる限り早期のカーボンニュー
トラル実現へ、若者の声も受け
止め、再エネ・省エネ推進や技術
展開で世界をリードし、循環経済
で地方創生を図ります。
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〈こども・子育て〉
〇妊娠・出産から子どもが巣立つま
で切れ目なく支援します。児童手
当の拡充や高等教育の無償化
の拡大で、子育ての安心を確保
します。
〇妊婦健診や出産費用を無償化
するとともに、産後ケアを充実さ
せ、安心して産み育てられる支援
を強化します。
〇０～２歳も含め就学前教育・保育
の無償化を推進します。
〇親の就労を問わず柔軟に利用で
きる「こども誰でも通園制度」を、
保育人材の不足や利用時間等
の課題を解消しつつ、地域の実

情に応じ推進します。
〇子育て世帯の教育費負担等を
軽減するため、18歳までの全て
の子どもの児童手当を月1万5千
円（年18万円）に増額することや、
0～18歳までの児童扶養控除を
創設することなどを検討します。
〇「小１の壁」を打破するため、放課
後児童クラブの受け皿拡大や開
所時間の延長等で待機児童を
解消します。子どもの朝の預かり
事業を支援するなど、子ども・若者
の居場所づくりを進めます。
〇児童扶養手当の対象の拡充、
ひとり親家庭の支援、養育費立
替制度の導入を行います。
〇特別児童扶養手当、障害児福祉

手当の所得制限を撤廃します。
〇ヤングケアラーを早期に発見し、
教育や医療、就労など横断的に
支援します。
〇いじめ防止対策を進め、子どもの
自殺を防ぎます。虐待問題の取り
組みを強化します。
〇子どもの声を代弁し、子どもの権
利を守る「子どもコミッショナー」
を設置します。 
〇保育園・幼稚園・放課後児童ク
ラブなどで働く人たちの給与を全
産業平均へ引き上げます。

〈教育〉
〇幼児教育から大学まで切れ目な
く教育負担を軽減します。

〇毅然とした戦略的外交と現実的
な安全保障政策を進めます。専
守防衛に徹しつつ、日米同盟を
深化させます。また、日米韓で連
携し、東アジアの平和と安定を維
持し、わが国の領土・領海・領空
を守り抜きます。 
〇QUAD（日米豪印）など、同志国
との連携を強化し、法の支配に
基づいた「自由で開かれた国際
秩序」に貢献します。

〇紛争防止へ、北東アジアでの多
国間安全保障対話・協力機構の
創設を日本が主導します。

〇新領域（宇宙、サイバー、電磁
波、認知戦）の全領域を統合した

作戦能力を向上させます。
〇省庁横断的なインテリジェンス体
制を強化します。

〇自衛官、海上保安官の処遇改
善、人員配置の最適化、専門人
材の確保などを行います。

〇必要な防衛力を整備するため、防
衛産業の基盤強化を図りつつ、
防衛調達の適正化を徹底します。

〇ドローンなど最新技術を活用した
装備の研究開発を進めるととも
に国際ルール作りに貢献します。
〇ＬＡＷＳ（自律型致死兵器システ
ム）開発禁止に向けた規制の具
体化に向け、日本主導で国際合
意形成の議論を加速します。

〇「トランプ関税」に対して、各国と
の経済連携協定などの枠組みを
活用し、自由貿易体制の維持・
強化に努めます。
〇経済安全保障の観点から、基幹
インフラの防御強化、重要物資
の安定的な供給確保、先端技術
開発支援を推進します。
〇人間の安全保障の理念に立脚
し、危機的状況にある気候変動
問題など地球規模課題の解決
の先頭に立ちます。
〇地雷除去や国際保健など日本の
国際貢献の発信と理念の普及
により、国民合意に基づく一貫し
た平和外交を推進します。

〇裏金を許さず、政治資金の徹底
的な透明化を進め、政治への信
頼を取り戻します。
〇企業・団体献金の禁止への第一
歩として、企業・団体献金の受け
手制限規制、献金額の上限規
制を強化します。
〇政治資金の世襲制限で、ゆがみの
ない国民本位の政治を実現します。
〇国会議員関係政治団体の政治
資金を毎年厳しくチェックする独
立性の高い第三者機関（政治資

金監視委員会）の具体的制度設
計を図り、早急に設置します。
〇定数のあり方については、民意を
的確に反映する選挙制度改革
とセットで丁寧に議論します。
〇いつでも、どこでも、投票できる多
くの人の利便性を向上させるイン
ターネット投票を導入します。
〇被選挙権年齢を引き下げ、より
若い人が立候補できる環境を整
えます。
〇SNS等の偽誤情報発信や候補

者等への誹謗中傷・選挙妨害行
為、営業目的の活用、いわゆる
「２馬力」行為などに対し、表現の
自由や政治活動の自由等とバラ
ンスもとりながら、対応の強化に
取り組みます。
〇隠ぺい・改ざんを根絶します。公
文書管理制度と情報公開制度
を抜本的に強化します。
〇「解散権」を明確化し、国民置き
去りの衆議院解散に歯止めをか
けます。

〇SDGｓ達成に向けた国内外の関
係機関との連携強化、国際的な
取り組みに貢献し、ポストSDGs
(2030年以降）の目標設定でも
世界をリードします。
〇「核なき世界」を目指し、非核三
原則を堅持します。核兵器による

威嚇や使用、核共有に断固反
対し、核兵器禁止条約締約国会
議へのオブザーバー参加等を通
じて核保有国との橋渡しを担い、
核兵器禁止条約の署名・批准へ
の環境整備を推進します。
〇一刻の猶予もない拉致問題の

全ての拉致被害者の救出に全
力を尽くします。 
〇米兵による性暴力事件に対し再
発防止策の徹底を求め、日米合
意を確実に実行するよう求めます。  

〇小中学生の学校生活を送るため
に必要な様々な費用（＝隠れ教
育費）、高校生の授業料以外の
教育費の負担軽減を図ります。

〇小中学校の給食費の負担軽減
を着実に推進します。
〇給付型奨学金の拡充と大学授業
料無償化の対象拡大を進めます。

〇奨学金の減額返済や代理返還
を拡充するとともに、奨学金返済
減税と利子免除制度を創設する
ことで、若者の生活を圧迫する奨
学金返済の負担を軽減します。

〇住む地域や置かれた環境、個々
の特性などにかかわらず、多様で
質の高い公教育を受けられるよ
うにします。
〇強みや特性を伸ばす学校教育
への転換、専門スタッフやICT活
用などにより、自分らしく学べる質
の高い教育を目指します。
〇一人ひとりにきめ細かい教育を
提供するため、少人数学級を推
進します。

〇教職員の働き方改革と処遇改
善を進めます。

〇不登校児童・生徒のために、学
びの多様化学校を全国に設置
し、全小中学校のサポートルーム
や居場所の確保を推進します。
〇不登校児童・生徒の保護者の離
職を防ぐため、相談支援や休暇
制度の柔軟化、情報サイトの設
置で家族を支えます。

〇インクルーシブ教育、特別支援教
育、多様な学びと居場所の環境
を整備します。

〈ジェンダー平等・
多文化共生・包摂社会〉
〇誰もが個性と能力を発揮できる
ジェンダー平等を推進し、選択的夫
婦別姓、クオータ制を実現します。

〇女性の賃金アップへ、女性の正
社員比率の公表義務付けや、
「共家事・共育て」を推進します。
〇婚姻平等法で同性婚を法制化し
ます。GID（性同一性障害）特例
法を改正します。LGBT差別解消
法を制定します。

〇誰もが安心して暮らせる社会を
形成するために、多文化共生社
会基本法、難民等保護法・入管
法等改正法を制定します。

〇日本人と外国人が互いを尊重し、
ルールを守りながら、共に「安全・
安心」に暮らせる環境を整備し、
多文化共生社会を目指します。

〇不登校・ひきこもり支援の取り組
みを強化します。
〇障がいの有無にかかわらず、文
化や芸術、スポーツを通じた共生
社会を実現します。

〇あらゆる差別、ハラスメントを禁止
します。独立した人権救済機関を
創設します。

〈司法改革・安心社会〉
〇人質司法を是正するとともに、再
審法を改正します。

〇ワンストップ支援や給付金制度
の拡充など、犯罪被害者支援を
充実させます。

〇闇バイトや詐欺広告、偽アカウン

トへの対策として、本人確認書類
提出の義務化や、違反時の罰則
強化等に取り組みます。
〇SNS詐欺や重要犯罪等の捜査
体制の確立など犯罪対策を抜本
的に強化するとともに、情報リテ
ラシーの向上を進めます。
〇ギャンブル依存症対策やオンラ
インカジノ問題対策をさらに強化
します。

〈持続可能な地球環境〉
〇気候危機の現実を直視し、未来
への責任を果たすため、早期の
カーボンニュートラルを目指します。
〇再生可能エネルギーの導入を最
大限加速させ、持続可能な社会
を次世代へ引き継ぎます。
〇豊かな生物多様性を守るため、
2030年「昆明・モントリオール生
物多様性枠組」に定められたネ
イチャー・ポジティブの実現を目
指します。

〈農林水産業〉
〇食料安全保障のため農林水産
業の持続的発展を目指し、担い
手育成・生産性向上・販路拡大・
高付加価値化支援を強化するこ
とで、所得向上を図ります。
〇2030年までを農業構造転換集
中対策期間とし、農地基盤整備・
スマート農業導入等を強力に推
進します。
〇コメの安定生産と自給率向上で
食料安全保障の確保へ、食料と
農地を守る直接支払制度「食農

支払」を創設します。
〇単なる減反、増産ではなく、コメの
安定供給を確保します。農家の
所得向上に向けて生産性を向
上させるため、農地の維持、担い
手の育成支援、スマート農業や
高温に強い品種の導入等を推
進します。
〇コメ政策の抜本的な見直し（取
引適正化、備蓄米制度の見直
し、流通の透明化、生産体制の
抜本強化）を行います。
〇コメの価格が急落する恐れがあ
る場合には、米のトリガー（主食
用米直接支払）を発動し、農家を
守ります。また、価格下落や不作
時など農家の経営リスクを支える
セーフティネット対策については、
収入保険の拡充などにより万全
を期します。
〇農地維持のため、水田の汎用
化・畑地化、農業水利施設の整
備・保全、農業用ため池の適切
な管理保全など農業生産基盤
の予算を拡充します。あわせて、
人口減少下での農業用インフラ
の保全管理、森林、林道、治山
施設の整備など農業・農村の強
靭化を推進します。
〇中山間地域についても、国土を
守る上で欠かせない地域である
ことから、安心して営農できるよう
支援を強化します。
〇地域計画の実現に向け、担い手
への農地の集積・集約化を推進
するとともに、規模の大小や経営
形態にかかわらず農業で生計を

立てる担い手の育成・確保を推
進します。その際、円滑な経営承
継、農業教育の充実、所有者不
明農地の解消等の課題解決に
向け、関係団体・機関による一体
的な取り組みを推進します。
〇農家の激減に対応するため就農
支援を強化･拡充し、新規就農
対策を推進します。
〇農業用植物の新品種の開発・育
成や在来品種等を守るタネ（種
子）の法律を制定します。
〇鳥獣被害対策関連予算のさらな
る充実を図ります。
〇森林の多面的機能の発揮と保
全など森林・林業・山村振興政
策を推進します。
〇漁業所得等の安定・向上と担い手
の確保など水産政策を推進します。

〈地域〉
〇地方分権・地方自治を徹底し、地
域と住民の暮らしにかかわる問
題を地域自らが決定できる仕組
みに変えます。
〇中山間地、島、半島などを含む地
域活性化のため、必要な地方財
源を確保するとともに、分権を推
進し、人口が減っても安心して暮
らせる地域をつくります。
〇経営困難な医療機関を支援しま
す（次期診療報酬改定でのプラ
ス改定など）。医師確保のための
基金を拡充します。
〇郵便局ネットワークと情報通信技術
の活用で地域の生活を支えます。
〇消防職員の増員、消防団員の確

保で地域の消防力を強化します。
〇クマ被害防止に向け、まず緊急
対応体制の強化や出没防止策
を徹底させ、個体数管理の推進、
ハンター育成支援、自治体向け
支援を強化するなど、中長期の
対策を含めた重層的な対策を講
じます。
〇利用者支援を拡充し、地域公共
交通を持続可能にします。公共・
日本版ライドシェア普及と自治体
財政支援を強力に進めます。
〇自動運転を推進し、通院・買い物な
どの生活の足を確保、MaaS活用
で交通サービスを高度化します。
〇移動・情報・建物・制度・まちづく
り・コミュニケーションなどにおける
アクセシビリティを高め、社会的
バリアを取り除きます。
〇大型商業施設の小規模店舗の
バリアフリー化、ホームドア設置、
新幹線などの車いす用フリース
ペース・ウェブ予約システム導入
を進めます。
〇障がい者用ICカード、運賃の精神
障がい者割引、航空機バリアフ
リートイレの導入を進めるとともに、
「心のバリアフリー」を推進します。
〇NPOなどの民間団体や協同組合
が活動しやすい環境を整備します。
〇できる限り早期のカーボンニュー
トラル実現へ、若者の声も受け
止め、再エネ・省エネ推進や技術
展開で世界をリードし、循環経済
で地方創生を図ります。

政治資金の透明性・公正性を確保する法整備による、政治
とカネをめぐる問題への終止符
企業・団体献金の受け手制限規制の強化／不正防止を担う第三者機関の創設
民意を的確に反映する選挙制度への改革と、司法の要請および有識者の知見
を踏まえた公正な制度への移行

積極的な対話と平和外交の一層の強化／自由、民主主義、人
権、法の支配などの普遍的価値や原則に基づく国際秩序の堅持
激変する安全保障環境へ適切に対応する防衛力等の整備／憲法の専守防衛
の範囲内における日米同盟を基軸とした抑止力・対処力の強化／平和安全法
制が定める存立危機事態における自国防衛のための自衛権行使は合憲／非核
三原則の堅持
中国に対する懸念への毅然とした対応と、国益確保を両立させる中長期的視点
に立った戦略的互恵関係の構築
立憲主義、憲法の基本原理を堅持した上で、国民の権利保障、自衛隊の憲法
上の位置付けなどの国会での議論を踏まえ、責任ある憲法改正論議を深化

現実的な外交・防衛政策と
憲法改正論議の深化第　     の柱

不断の政治改革と
選挙制度改革第　     の柱
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